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資料１ 
 

埼玉県議会令和４年６月定例会付議予定議案件名表 

 

【議案】 
 

１ 予算 

 

  

議案名 概要 

１ 

令和４年度埼玉県一般会計補正予算（第１号） 

 

   

  補正前  ２，２２８，４５９，０００千円 

  補正額        ２７９，２６１千円 

  補正後  ２，２２８，７３８，２６１千円 

  対当初比           １００．０％ 

 

２ 

令和４年度埼玉県一般会計補正予算（第２号） 

 

   

  補正前  ２，２２８，４５９，０００千円  

  補正額      ２，４７０，４９０千円  

  補正後  ２，２３０，９２９，４９０千円  

  対当初比              １００．１％  

 



- 4 - 

２ 条例 

議案名 概要 

１ 

埼玉県手数料条例等の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部改正に伴い、長期優良住宅維持保全計画の認定申請に係る手数

料の額を定めるとともに、教育職員の普通免許状及び特別免許状の有効期間更新手数料等の額の定めを廃止等する

ための改正 

 

２ 内  容 

 (1) 埼玉県手数料条例の一部改正 

  ア 長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正に伴う手数料の新設 

  （例）長期優良住宅建築等計画等認定申請手数料 

     （確認書等のあるもので建築を伴わない一戸建ての住宅の場合） １３，０００円 

  イ 教育職員免許法の一部改正に伴う教育職員の免許更新に係る手数料の廃止 

  ウ 規定の整備 

  

 (2) 埼玉県証紙条例の一部改正 証紙による収入の方法により徴収することとする手数料の名称変更及び廃止 

 

３ 施行期日 令和４年１０月１日等 

 

２ 

埼玉県議会議員又は埼玉県知事の選挙におけ

る選挙運動用自動車の使用等の公営に関する

条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨 

  公職選挙法施行令に定める選挙公営の単価が改定されたことに伴い、これに準じて選挙運動用自動車の使用、選

挙運動用ビラの作成及び選挙運動用ポスターの作成の公営に係る公費負担額を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  選挙運動用自動車の使用、ビラ及びポスターの作成の公営の単価改定 

  （例）一般運送契約以外の契約における選挙運動用自動車の使用（１日当たり）       

区分 現行 改定後 

自動車の借入れ １５，８００円 １６，１００円 

  

３ 施行期日等 公布の日から施行し、施行の日以後、期日を告示される選挙から適用 



- 5 - 

議案名 概要 

３ 

職員の定年等に関する条例等の一部を改正す

る等の条例 

 

【総務部】 

 

１ 趣  旨  

  地方公務員法等の一部改正に伴い、及び埼玉県人事委員会の意見等を踏まえ、職員の定年の引上げ等に関し必要

な事項を定める等するための改正 

 

２ 内  容 

  関係１５条例について、職員の定年の引上げ等に関し必要な事項を規定 

（例）職員の定年等に関する条例  

   職員の定年年齢を原則６０歳から６５歳に引き上げ、経過措置として令和１３年３月３１日まで段階的に引き

上げること等を規定 

 

   職員の給与に関する条例 

   ６０歳を超える職員の給与水準を６０歳前の７割にすること等を規定 

 

   職員の退職手当に関する条例 

   ６０歳を超える職員の退職手当に関する措置等を規定 

 

３ 施行期日 令和５年４月１日等 

 

４ 新 

職員の高齢者部分休業に関する条例 

 

【総務部】 

 

１ 趣  旨  

  高齢期の職員の多様な働き方の推進に資するため、高齢者部分休業制度を設けるための条例の制定 

 

２ 内  容 

 (1) 対象職員 ６０歳以上の職員 

 

 (2) 休業時間 １週間当たりの勤務時間の２分の１を超えない範囲内 

 

 (3) 休業期間中の給与 休業時間に応じて減額して支給 

 

３ 施行期日 令和５年４月１日 
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議案名 概要 

５ 

埼玉県税条例等の一部を改正する条例 

 

【総務部】 

 

１ 趣  旨 

  地方税法等の一部改正に伴い、個人の県民税に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限を延長する等するため

の改正 

 

２ 内  容 

 (1) 個人県民税  

    住宅借入金等特別税額控除の特例措置の適用期限の延長 

現行 改正後 

令和１７年度 令和２０年度 

 

 (2) 不動産取得税  

       不動産を取得した者が、所有権の登記等を申請した場合、不動産取得税に係る申告等を原則不要とする  

 

 (3) 規定の整備 

 

３ 施行期日 令和５年１月１日（２（2）は令和５年４月１日） 

 

６ 

知事の権限に属する事務処理の特例に関する

条例の一部を改正する条例 

 

【都市整備部】 

 

１ 趣  旨  

  建築基準法の一部改正に伴い、応急仮設建築物の存続等の許可期間の延長に係る事務を市町村が処理することと

するための改正 

 

２ 内  容 

 (1) 建築基準法の一部改正に伴う事務の追加 

 （例）応急仮設建築物の存続の許可期間の延長に係る書類の受理等 

 

 (2) 規定の整備  

 

３ 施行期日 公布の日 
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議案名 概要 

７ 

埼玉県企業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例の一部を改正する条例 

 

【企業局】 

 

１ 趣旨・内容  

  県の一般職員に準じ、６０歳に達した企業職員の給料月額に関し特例措置を定めるとともに、規定の整備をする

ための改正 

 

２ 施行期日 令和５年４月１日 

 

 

８ 

埼玉県流域下水道事業企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

【下水道局】 

 

１ 趣旨・内容  

  県の一般職員に準じ、６０歳に達した流域下水道事業企業職員の給料月額に関し特例措置を定めるとともに、規

定の整備をするための改正 

 

２ 施行期日 令和５年４月１日 
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議案名 概要 

９ 

学校職員の給与に関する条例等の一部を改正

する条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨 

  埼玉県人事委員会からの意見を踏まえ、職員の定年の引上げに関し必要な事項を定める等するための改正 

 

２ 内  容 

  ６０歳を超える学校職員の給与水準を６０歳前の７割にすること等を規定 

   

３ 施行期日 令和５年４月１日 

 

１０ 

埼玉県学校設置条例の一部を改正する条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  県立特別支援学校１校の設置、県立高等学校４校の統合及び県立栗橋北彩高等学校の位置の表示を変更するため

の改正 

 

２ 内  容 

 (1) 県立特別支援学校１校の新設 

名称 位置 

埼玉県立岩槻はるかぜ特別支援学校 さいたま市岩槻区大字馬込字十一番２４２６番地１ 

 

 (2) 県立高等学校４校の統合 

現行 改正後 

埼玉県立児玉高等学校 

埼玉県立児玉白楊高等学校 

埼玉県立児玉高等学校 

 

埼玉県立飯能高等学校 

埼玉県立飯能南高等学校 

埼玉県立飯能高等学校 

 

 (3) 県立栗橋北彩高等学校の位置の表示の変更 

現行 改正後 

久喜市伊坂１番地 久喜市伊坂南二丁目１６番地 

 

３ 施行期日 令和５年４月１日（２（3）は公布の日から） 
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議案名 概要 

１１ 

埼玉県立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改

正する条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、県立学

校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に対する介護補償の額を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  介護補償の額の改定 

  （例）常時介護を要する場合で、親族等による介護を受けた日があるときの補償の上限額（月額） 

現行 改定後 

７３，０９０円 ７５，２９０円 

 

３ 施行期日 公布の日 
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３ 地方自治法第１７９条第３項の規定による知事専決処分の承認 

 

  

案件名 概要 

専決処分の承認を求めることについて 

（埼玉県税条例の一部を改正する条例） 

 

【総務部】 

１ 専決処分年月日 令和４年３月３１日 

 

２ 専決処分理由 地方税法の一部改正に伴い、緊急に条例を改正する必要が生じたため 

 

３ 内     容 

（1） 法人事業税  

  ア ガス供給業に係る課税方式の改定 

  イ 資本金１億円を超える法人に対する所得割の軽減税率の廃止 

 

（2） 不動産取得税  

  ア 宅地建物取引業者等が住宅を新築した日から６月以内に他者に譲渡した場合に課税しない措置につい

て、その期間を１年以内に緩和する特例措置の適用期限を２年延長 

  イ 新築住宅用土地の減税措置について、土地取得から住宅新築までの経過年数の要件を２年から３年に緩

和する特例措置の適用期限を２年延長 

 

（3） 規定の整備 

 

４ 施 行 期 日 令和４年４月１日 
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４ 訴えの提起 

 

  

案件名 概要 

１  

訴えの提起について 

 

【都市整備部】 

 

１ 事 件 名 県営住宅の明渡し及び滞納家賃等請求事件 

 

２ 取 扱 い 請求が認容されないときは上訴する 

         滞納家賃等を完納する旨の申し入れがあり、かつ、その履行が見込まれるときは和解する 

 

２  

訴えの提起について 

 

【都市整備部】 

 

１ 事 件 名 県営住宅の明渡し及び損害賠償金請求事件 

 

２ 取 扱 い 請求が認容されないときは上訴する 



- 12 - 

【報告】 

１ 予算繰越報告 

案件名 概要 

１  

埼玉県一般会計継続費逓次繰越報告  

 

 

 R3年度繰越額     ５，０７２，８９５，２８９円   （６件） 

２    

埼玉県一般会計繰越明許費繰越報告  

 

 

 R3年度繰越額   １８１，９０４，２１０，９２４円 （１１９件） 

３    

埼玉県一般会計事故繰越し繰越報告 

 

 

 R3年度繰越額     ９，１６７，９０１，９４２円  （２５件） 

４    

地方独立行政法人埼玉県立病院機構貸付金事業等特別会計繰越明許費繰越報告 

 

 

 R3年度繰越額        ５５，０００，０００円   （１件） 

５    

地方独立行政法人埼玉県立病院機構貸付金事業等特別会計事故繰越し繰越報告 

 

 

 R3年度繰越額       ２０３，０００，０００円   （１件） 
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案件名 概要 

６    

埼玉県県営住宅事業特別会計継続費逓次繰越報告  

 

 

 R3年度繰越額     ２，２２６，２１２，１０７円   （５件） 

７    

埼玉県公営企業会計継続費逓次繰越報告 

(1)埼玉県工業用水道事業会計継続費繰越計算書 

 

 

 

 R3年度繰越額        １５６，１７４，３９６円    （２件） 

 

(2)埼玉県水道用水供給事業会計継続費繰越計算書 

 

 

 R3年度繰越額     １，２４４，５６１，４３４円   （４件） 

 

(3)埼玉県地域整備事業会計継続費繰越計算書 

 

 R3年度繰越額    １０，４７９，０６１，９６３円   （６件） 

８    

埼玉県公営企業会計予算繰越報告 

(1)埼玉県工業用水道事業会計予算繰越計算書 

 

 

  

 R3年度繰越額       １０７，０８６，１００円   （４件） 
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案件名 概要 

 

(2)埼玉県水道用水供給事業会計予算繰越計算書 

 

 R3年度繰越額       ４４２，５１０,８００円   （５件） 

 

(3)埼玉県地域整備事業会計継続費繰越計算書 

 

 R3年度繰越額     ３，００９，８５７，２１４円   （１件）    

 

(4)埼玉県地域整備事業会計予算繰越計算書 

 

 

 R3年度繰越額       ２００，８０６，０００円   （２件） 

 

(5)埼玉県流域下水道事業会計予算繰越計算書 

 

 

 

 R3年度繰越額    １２，３８２，９１６，２８２円   （８件） 
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２ 地方自治法第１８０条第２項の規定による知事専決処分報告 

案件名 概要 

１  

知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例

の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 専決処分年月日 令和４年３月２８日 

 

２ 専決処分理由 高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部改正に伴い、規定の整備を行うため 

 

３ 内 容 同法等の適用規定 

          （例）高齢者の居住の安定確保に関する法律の適用規定「第５２条」→「第５２条第１項」 

 

４ 施 行 期 日 令和４年５月１８日等 

２ 

ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例の一部を改正

する条例 

 

【環境部】 

 

１ 専決処分年月日 令和４年５月３１日 

 

２ 専決処分理由 建築基準法の一部改正に伴い、規定の整備を行うため 

 

３ 内 容 同法の適用規定「第８５条第５項」→「第８５条第６項」 

 

４ 施 行 期 日 公布の日 

３ 

埼玉県特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条

例 

 

【都市整備部】 

 

１ 専決処分年月日 令和４年５月１９日 

 

２ 専決処分理由 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則の一部改正に伴い、規定の整備を行

うため 

 

３ 内 容 同法施行規則の適用規定「第１条第３項」→「第１条第４項」 

 

４ 施 行 期 日 公布の日 
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案件名 概要 

４ 

損害賠償の額を定めることについて 

 

【都市整備部】 

 

１ 専決処分年月日 令和４年３月３０日 

 

２ 専決処分理由 埼玉県建設工事標準請負契約約款第４６条第２項に基づく損害賠償額の決定のため 

 

３ 相 手 方 開道建設業協同組合（埼玉県さいたま市） 

 

４ 事 案 の 概 要  

  令和２年１２月９日に相手方と宅地造成工事請負契約を締結後、入札時の設計額に誤りがあり予定価格が過

大となっていたことが判明し、適正な入札執行ができなかったものと判断したため、令和３年１月２８日に県が

発注者の任意解除権を行使して当該契約を解除し、損害を与えたもの 

 

５ 損 害 賠 償 額 ９５３，１０５円 

 

５ 

損害賠償の額を定めることについて 

 

【警察本部】 

 

１ 専決処分年月日 令和４年５月１６日 

 

２ 専決処分理由 警察活動に係る損害賠償額の決定のため 

 

３ 相 手 方 警察官の誤認に基づき信号無視・交差点右左折方法違反を告知され、各種講習などの受講

等により休業損害等が生じた者（１０人） 

 

４ 事 案 の 概 要  

   埼玉県内の交差点において、警察官が車両通行帯に係る交通規制が実施されているものと誤認し、原動機付自

転車を運転中の相手方を信号無視・交差点右左折方法違反として告知したことにより、各種講習などの受講等に

よる休業損害等の損害を与えたもの 

 

５ 損 害 賠 償 額 ８９，９２０円 
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３ 地方自治法第２１８条第４項の規定による弾力条項適用報告 

  

案件名 概要 

埼玉県公営競技事業特別会計弾力条項適用報告 

 

【総務部】 

１ 適用年月日 令和４年３月２８日 

 

２ 根 拠 地方自治法第２１８条第４項 

 

３ 内   容  

  競輪事業において、令和３年度の車券売上が好調であったことに伴い業務量が増加し、直接必要な経費に不

足が生じたことから、増加した収入に相当する金額を使用したことについて報告するもの 

 

４ 金   額 ２００，０００千円 
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４ 地方自治法第２２１条第３項の法人の経営状況報告 

法人名   概要 

１ 

埼玉県住宅供給公社  

（ Ｓ４０．１１．１０設立 ） 

   

【都市整備部】 

 

代 表 者   理事長 石川 幸彦 

資 本 金    ４０，０００ 千円 

県出資金    ４０，０００ 千円 （１００．０％） 

 

２ 

埼玉県道路公社  

（ Ｓ４６．９．１設立 ） 

   

【県土整備部】 

 

代 表 者   理事長 田中 勉 

資 本 金    １２，０５８，０００ 千円 

県出資金     １１，２１８，０００ 千円 （９３．０％） 

 

３ 

埼玉県土地開発公社  

（ Ｓ４７．１１．３０設立 ） 

 

【県土整備部】 

 

代 表 者   理事長 田中 勉 

資 本 金    １００，０００ 千円 

県出資金    １００，０００ 千円 （１００．０％） 

 

４ 

埼玉県消防協会  

（ Ｓ２３．８．２７設立 ） 

 

【危機管理防災部】 

 

代 表 者   会長 森田 耕一 

資 本 金    ３１８，５３２ 千円 

県出資金    １００，０００ 千円 （３１．４％） 

 

５ 

埼玉県公園緑地協会  

（ Ｓ４６．４．２４設立 ） 

 

【都市整備部】 

 

代 表 者   理事長 江副 弘隆 

資 本 金    ９７，８００ 千円 

県出資金    ４８，９００ 千円 （５０．０％） 
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法人名 概要 

６ 

埼玉県産業振興公社  

（ Ｓ４８．４．２６設立 ） 

   

【産業労働部】 

 

代 表 者   理事長 神田 文男 

資 本 金    ５，０００ 千円 

県出資金    ５，０００ 千円 （１００．０％） 

 

７ 

埼玉県下水道公社  

（ Ｓ５４．２．１設立 ） 

    

【下水道局】 

 

代 表 者   理事長 末柄 勝朗 

資 本 金    １１０，０６０ 千円 

県出資金     ５５，０３０ 千円 （５０．０％） 

 

８ 

埼玉県埋蔵文化財調査事業団  

（ Ｓ５５．４．１設立 ） 

  

【教育局】 

 

代 表 者    理事長 依田 英樹 

資 本 金    １０，０００ 千円 

県出資金    １０，０００ 千円 （１００．０％） 

 

９ 

埼玉県生活衛生営業指導センター  

（ Ｓ５７．４．２１設立 ） 

 

【保健医療部】 

 

代 表 者    理事長 長谷川 隆春 

資 本 金    １０，０１８ 千円 

県出資金      ４，０００ 千円 （３９．９％） 

 

１０ 

埼玉県農林公社  

（ Ｓ５８．１１．１設立 ） 

 

【農林部】 

 

代 表 者    理事長 強瀬 道男 

資 本 金     ９８１，４３７ 千円 

県出資金     ５１５，０００ 千円 （５２．５％）  
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法人名 概要 

１１ 

さいたま緑のトラスト協会  

（ Ｓ５９．８．１設立 ） 

 

【環境部】 

 

代 表 者    理事長 太田 猛彦 

資 本 金    １３，０００ 千円 

県出資金        ５，０００ 千円 （３８．５％） 

 

１２ 

埼玉県産業文化センター  

（ Ｓ６２．５．１設立 ）   

 

【産業労働部】 

 

代 表 者    理事長 加藤 喜久雄  

資 本 金     １５０，０００ 千円 

県出資金        ５０，０００ 千円 （３３．３％） 

 

１３ 

埼玉県国際交流協会  

（ Ｓ６２．６．１設立 ）  

 

【県民生活部】 

 

代 表 者    理事長 鷺坂 長美 

資 本 金    ３２８，１６４ 千円 

県出資金      ２００，０００ 千円 （６０．９％） 

 

１４ 

埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター  

（ Ｈ１．５．１設立 ） 

 

【警察本部】 

 

代 表 者    理事長 原口 和久 

資 本 金    １，０４０，０００ 千円 

県出資金          ７７９，５８７ 千円 （７５．０％） 

 

１５ 

いきいき埼玉  

（ Ｈ１．１０．１設立 ） 

 

【県民生活部】 

 

代 表 者    理事長 永沢 映 

資 本 金    ８２，０００ 千円 

県出資金     ５０，０００ 千円 （６１．０％） 
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法人名 概要 

１６ 

埼玉県河川公社  

（ Ｈ４．３．２７設立 ） 

 

【県土整備部】 

 

代 表 者    理事長 奥ノ木 信夫 

資 本 金    ３５，０００ 千円 

県出資金    １８，０００ 千円 （５１．４％） 

 

１７ 

埼玉県芸術文化振興財団  

（ Ｈ５．７．１設立 ）   

 

【県民生活部】 

 

代 表 者    理事長 加藤 容一 

資 本 金    １００，０００ 千円 

県出資金     １００，０００ 千円 （１００．０％） 

 

１８ 

株式会社さいたまアリーナ  

（ Ｈ９．３．２７設立 ） 

 

【都市整備部】 

 

代 表 者    代表取締役社長 林 直樹 

資 本 金    ４９５，０００ 千円 

県出資金    １５０，０００ 千円 （３０．３％） 

 

１９ 

株式会社さいたまリバーフロンティア 

（ Ｈ１２．２．９設立 ） 

 

【企業局】 

 

代 表 者   代表取締役社長 水野 博人 

資 本 金    １３０，０００ 千円 

県出資金       ５８，０００ 千円 （４４．６％） 
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５ 観光に関する基本的な計画の策定等報告 

 

 

案件名 概要 

第３期埼玉県観光づくり基本計画の策定について 

 

【産業労働部】 

１ 根  拠 埼玉県観光づくり推進条例第１６条第３項 

 

２ 趣  旨 「第２期埼玉県観光づくり基本計画」の計画期間が令和３年度で終了したことに伴い、令和４年

度からの５年間の観光づくりに関する総合的な施策を推進するための新たな計画を策定したため

報告するもの 

 

３ 主な内容  

（1）基本理念 旅したくなる また来たくなる ずっと居たくなる埼玉  

 

（2）指  標 「観光消費額３，２６６億円（令和２年）→７，４００億円（令和８年）」等 

 

４ 計画期間 令和４年度から令和８年度まで 

 




